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１｜総合計画と総合戦略の位置付けと役割

総合戦略とは

大崎上島町の人口減少対策、地方創生の方針を「第2次地方人口ビジョン」及び「第２次まち・ひと・しごと総合戦略」に示

し、地方創生の充実・強化に向けて取り組んできましたが、以下のとおり、計画期間が令和６年度で終了することから、次

期総合戦略の策定を行います。

・現計画の計画期間

令和２(2020)年度から令和６ (2024)年度

令和４年度に国において策定された「デジタル田園都市国家構想総合戦略」を踏まえた、第３次総合戦略を策定します。

総合戦略の役割

総合戦略の役割は以下のとおりです。

位置付け 人口減少対策、地方創生の取組を位置付ける計画

計画期間 ５年間の短期スパン

記載する施策
人口減少対策、地方創生に係る行政施策が対象
総合計画と違い、事業レベルの内容も記載

国の補助支援 総合戦略に位置付けた事業の実現に向けて、デジタル田園都市国家構想交付金等の補助支援あり
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１｜総合計画と総合戦略の位置付けと役割

総合計画 総合戦略

特性 ・まちづくりの最上位計画 ・人口減少対策、地方創生の取組を位置付ける計画

計画期間 ・10年間の長期スパン ・5年間の短期スパン

目指す成果
【検討事項】
・幸福度・愛着度・郷土愛・誇り 等

・人口（の維持又は減少の緩和）

目標指標 ・人口ビジョンの検討に基づき、目標人口を設定する

行政のスタンス ・守り ・攻め

施策の検討方法
・現行：網羅的
・次期：網羅的
※全住民が対象なため網羅的とする

・現行：施策の積み上げ
・次期：成果からの逆算
※各政策分野でターゲットを設定し、逆算で施策検討

整合の図り方 総合戦略は個別戦略の位置付けで、上位計画である総合計画の理念・将来像に即した戦略として扱う
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目指す人口（20XX年：●●●●●人）

●●人/年の転入促進
●●人/年の転出抑制 ●●％/年の出生向上

政策分野１ 政策分野２ 政策分野３ 政策分野４

コンセプト 基本目標を貫く共通指針を設定

テーマ
教育の島づくり
【ひと創生】

新たな人の流れ
【ひと創生】

産業づくり
【しごと創生】

住みやすいまちづくり
【まち創生】

キャッチコピー 各目標ごとの印象に残りやすいコピーを検討

ターゲット

検討方針
①行政主導：施策の実施と施策の成果の関係性による検討

②地域主導：地域ワークショップ（地域の想い、やりたいこと）の実施による検討

横断施策 デジタルの活用

人口変動への寄与
（数値目標への寄与）

転出抑制
Uターン促進

転入促進
転出抑制

転入促進
転出抑制
（全世代）

施策・事業への寄与
（KPI指標への寄与）

ー ー ー ー

人物像の設定

目指す将来像の実現

短期・中期・長期の施策の成果を設計Point 1

Point 2

Point 3

Point 4

Point 5

Point１：なぜ目標人口を目指すか明確にした上で、めざすべき将来像を検討
Point２：転入/転出等にわけて数値目標を設定

Point３：基本目標が人口変動や施策・事業にどのように寄与するか明確化

Point４：地域住民・事業者も巻き込みながら、具体の取組内容を検討
Point５：施策が寄与する具体的な人物像とその理想の状態の設定

目標

講ずべき施策に関する基本的方向

講ずべき施策を総合的かつ
計画的に実施するために必要な事項

２｜次期総合戦略策定の進め方 4



３｜次期人口ビジョンのたたき台（１）検討のポイント

・検討ポイント①：施策の成果を見据えた目標人口の設計
⇒人口変化が地域に与える影響を見極め、それを阻止するために必要な人口規模を目標人口として設計

・検討ポイント②：未来のあるべき将来像から、逆算で必要な政策を検討
⇒目標人口を起点に、逆算で毎年呼び込む必要のある人口を導出し、それに必要な施策を検討
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約6,400人

約4,200人

約●●人

将来の人口の変化 地域に与える影響

2025年 2045年

約 6,400人

約 4,200人

（人）

検討ポイント①
施策の成果を見据えた

目標人口の設計
約●●万人

凡例
：趨勢（このままいくと）シナリオ
：政策（何かしらの対策を講じた場合）シナリオ

（例示）
・小学校の統廃合
・生活機能サービス（スーパ
ー、公共交通等）の撤退
等

（例示）
・小学校の統廃合を阻止
・生活機能サービス（スーパ
ー、公共交通等）を確保
等

人口減少が加速、負のスパイラル
存続が危ぶまれる地域も・・・

住み続ける上で必要な生活サービ
ス機能を維持・確保検討ポイント②

未来のあるべき将来像から、
逆算で必要な政策を検討

毎年●●人転入促進/転出抑制、合計特殊出生率向上等

すうせい



6【参考】大崎上島町の4年齢区分の将来の人口推移

参照：国立社会保障・人口問題研究所 都道府県・市区町村別の男女･年齢（5歳）階級別将来推計人口-『日本の地域別将来推計人口』（令和５（2023）年推計）
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7,158 6,400 5,742 5,143 4,656 4,248 3,905



３｜次期人口ビジョンのたたき台（２）目次構成

次期人口ビジョンの目次構成（案） ポイント

１．人口ビジョンの役割
・施策の成果を見据えた目標人口を設計し、未来のあるべき将来像か
ら、逆算で必要な政策を検討

・町民が住み続ける上で必要な生活サービス機能を維持・確保

２．大崎上島町の人口動向の現状 ・現行人口ビジョンのデータ更新を実施

３．趨勢人口の推計

・シンプルな章構成に変更
⇒手法、町全体、エリア別の結果

(1)人口推計手法の概要

(2)町全体趨勢人口の推計

(3)エリア別趨勢人口の推計

４．人口変化が地域に与える影響
・趨勢人口をベースに、将来の人口変化が地域に与える影響を示し、
維持すべき適切な人口規模を考察

５．将来像の実現に必要な政策の検討

・4章の結果を踏まえ、目標人口を設計
・逆算で毎年何人の転入促進、転出抑制、出生数増加を目指す必要が
あるか、将来像の実現に必要な政策を検討

(1)目標人口の設計

(2)政策の検討

６．総括
・人口ビジョンで設計した目標人口を達成するために次期総合戦略の
施策を推進する旨、総合戦略との関連性を整理

7



３｜次期人口ビジョンのたたき台（３）目標人口の検討方法

大崎上島町の理想の状態
（人口ビジョンの成果）

将来の目標人口
（定量的な目標数値）

目標人口の実現に必要な指標設計

具体的な施策・事業

・人口ビジョンを更新する必要性の検討
⇒何のために目標人口を達成する必要があるか

・目標年をどこに設定するか
⇒5年後、10年後、20年後のスパン

・人口目標を達成した際の成果（理想の状態）
人口維持をすることにより何を実現したいか、何を最低限守るべきか
⇒子どもたちの未来を守っていく、地域の活力を維持

・理想の状態を踏まえて理想を実現するための指標をどこに置くか
⇒小中学校の数など

・実現に向けて地区別にどんな施策が考えられるか
⇒次期総合戦略に位置付ける施策が対象
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４｜今後の検討事項

１｜次期総合戦略策定の進め方について

２｜次期人口ビジョンで何のために目標人口を設定するか
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